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宇城久区域商工会議所・商工会広域連携協議会では、年２回（１月、７月）宇治・城陽・

久御山区域内に有する製造業、卸・小売業、飲食業、運輸・通信業、建設業、サービス業

の各業種を対象に景気動向を把握し、各企業における経営指針の資料としていただくため、

経営経済動向調査を実施しています。 

今回、令和４年７月期の調査結果がまとまりましたので、ご報告いたします。 

調査の要項は、次のとおりです。 

 

◆調 査 の 時 期  令和 ４ 年 ７月 

◆調査の対象期間  令和 ３ 年 ７月～   １２月 実  績（前回調査分） 

          令和 ４ 年 １月～    ６月 予  測（前回調査分） 

          令和 ４ 年 １月～    ６月 実  績 

          令和 ４ 年 ７月～   １２月 予  測 

◆調 査 の 内 容  業界景気、操業度、生産・売上高、仕入価格、営業利益、資金繰り、

借入、設備投資、雇用、経営上の問題点について、インボイス発行

事業者の登録申請状況について、今後実施したい取り組みについて 

◆調 査 の 対 象  宇治・城陽・久御山区域内に事業所（本店、支店、営業所等）を有

する企業１０００社 

◆調 査 の 方 法  郵送によるアンケート方式 

◆回 収 状 況  有効回答企業４２１社（４２.１％） 
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〔規模別内訳〕 

  Ａ規模企業  従業員２０人以上の企業（８３社） 

  Ｂ規模企業  従業員１９人以下の企業（３３８社） 

 

〔有効回答企業の業種・規模別内訳〕 

業   種 企業数 

全 業 種 421 

製 造 業 202 

 

食 料 品 製 造 業 24 

茶 製 造 業 12 

繊 維 製 品 製 造 業 14 

木 材 ・ 木 製 品 製 造 業 6 

製 紙 ・ 印 刷 業 8 

一 般 化 学 製 品 製 造 業 27 

金 属 製 品 製 造 業 40 

機 械 器 具 製 造 業 42 

電 気 電 子 器 具 製 造 業 19 

金 銀 糸 加 工 業 10 

非 製 造 業 219 

 

卸 ・ 小 売 業 70 

飲 食 業 34 

運 輸 ・ 通 信 業 12 

建 設 業 56 

サ ー ビ ス 業 47 

規   模 企業数 

全 業 種 421 

製 造 業 202 

 

５０人以上 19 

３０人～４９人 17 

２０人～２９人 21 

１０人～１９人 43 

 ９人以下 102 

非 製 造 業 219 

 

 

 

５０人以上 14 

３０人～４９人 4 

２０人～２９人 8 

１０人～１９人 22 

 ９人以下 171 

 

 

 

 

 

 

 

〔Ｂ・Ｓ・Ｉ（ビジネス・サーベイ・インデックス）値とは〕 

企業経営者の景気全般の見通しについて、強気、弱気の度合いを示す。 

プラスならば「強気」「楽観」を、マイナス（▲）ならば「弱気」「悲観」を意味する。 

算定方式は、次のとおり。 

 

上昇（増加）と回答した企業割合・・Ｘ（％） 

 

横バイと回答した企業割合   ・・Ｙ（％）  Ｘ＋Ｙ＋Ｚ＝１００（％） 

 

下降（減少）と回答した企業割合・・Ｚ（％） 

 

          Ｂ・Ｓ・Ｉ＝  Ｘ － Ｚ 

                    ２ 

 
※【３．企業経営動向】の『（２）仕入価格』については「上昇」をＺ、「下降」をＸとし、 

『（５）借入』については「増加」をＺ、「減少」をＸとしてＢＳＩ値を算出する。 
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１．業界の景気（調査項目Ⅱ） 

業界の景気 
令和３年７月～１２月 令和４年１月～６月 令和４年７月～１２月 

実  績 予  測 実  績 予  測 

項 目 

 

業 種 

上 

 

昇 

下 

 

降 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

上 

 

昇 

下 

 

降 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

上 

 

昇 

下 

 

降 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

上 

 

昇 

下 

 

降 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

全 業 種 18.2 44.5 ▲13.1 15.5 42.4 ▲13.5 22.1 38.3 ▲8.1 22.4 38.9 ▲8.3 

 製 造 業 27.3 39.7 ▲6.2 22.9 34.2 ▲5.6 24.9 35.8 ▲5.5 25.5 30.0 ▲2.3 

 

卸・小売業 7.0 50.0 ▲21.5 8.4 44.6 ▲18.1 20.0 47.1 ▲13.6 14.4 56.5 ▲21.1 

飲 食 業 10.0 54.0 ▲22.0 8.3 66.7 ▲29.2 14.7 41.2 ▲13.3 24.2 42.4 ▲9.1 

運輸・通信業 9.1 54.5 ▲22.7 0.0 81.0 ▲40.5 25.0 33.3 ▲4.2 33.3 25.0 4.2 

建 設 業 12.3 41.1 ▲14.4 8.5 45.1 ▲18.3 21.4 35.7 ▲7.2 14.3 46.5 ▲16.1 

サービス業 11.3 50.0 ▲19.4 11.5 39.3 ▲13.9 19.1 38.3 ▲9.6 26.1 43.5 ▲8.7 

Ａ規模企業 31.4 29.4 1.0 23.8 28.7 ▲2.5 27.7 33.7 ▲3.0 34.9 24.1 5.4 

Ｂ規模企業 15.3 47.8 ▲16.3 13.6 45.4 ▲15.9 20.8 39.5 ▲9.4 19.2 42.6 ▲11.7 

各企業が感じる“業界の景気”状況を全体的にみると、令和４年上期実績ＢＳＩ値は▲

８．１％と前回調査の▲１３．１％に比べて５ポイント回復しており、予測値▲１３．５

よりもマイナス幅が小さい結果となった。 

業種別では、運輸・通信業が前回より１８．５ポイントと大きく回復しており、数値の

幅はあるものの、他のどの業種においても回復傾向がみられた。規模別でみると、Ａ規模

企業は４．０ポイント悪化しているのに対し、Ｂ規模企業は６．９ポイント回復している。 

 

２．自社の操業度（調査項目Ⅲ） 

自社の操業度 
令和４年１月～６月 令和４年７月～１２月 

実  績 予  測 

項 目 

 

業 種 

100％ 

以上 

99％ 
～ 

76％ 

75％ 
～ 

51％ 

50％ 
～ 

26％ 

25％ 

以下 

100％ 

以上 

99％ 
～ 

76％ 

75％ 
～ 

51％ 

50％ 
～ 

26％ 

25％ 

以下 

全 業 種 9.9 41.2 30.8 14.7 3.4 8.5 40.2 33.9 13.9 3.4 

 

製 造 業 9.9 47.5 25.7 11.4 5.4 9.5 47.0 26.5 12.5 4.5 

卸・小売業 13.2 36.8 35.3 13.2 1.5 9.0 32.8 46.3 9.0 3.0 

飲 食 業 0.0 14.7 41.2 41.2 2.9 3.0 9.1 54.5 30.3 3.0 

運輸・通信業 8.3 50 16.7 16.7 8.3 8.3 50.0 16.7 16.7 8.3 

建 設 業 14.9 38.9 33.3 13.0 0.0 9.3 37.0 35.2 16.7 1.9 

サービス業 6.7 40.0 40.0 13.3 0.0 6.8 45.5 36.4 11.4 0.0 

Ａ規模企業 6.9 38.1 33.0 18.0 3.9 6.1 35.1 38.1 16.5 4.3 

Ｂ規模企業 22.0 53.7 22.0 1.2 1.2 18.3 61.0 17.1 3.7 0.0 

機械・施設生産・接客対応の最大能力等を１００％とした場合の“自社の操業度”につ

いて、全業種の令和４年上期実績は「１００％以上」と回答した企業が９．９％、「９９～

７６％」が４１．２％、「７５～５１％」が３０．８％、「５０～２６％」が１４．７％、

「２５％以下」が３．４％という数値となった。 

規模別では、Ａ規模企業よりもＢ規模企業における操業度の高さが窺える。 
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３．企業経営動向（調査項目Ⅳ） 

（１）生産高・売上高 

生産高 

又は売上高 

令和３年７月～１２月 令和４年１月～６月 令和４年７月～１２月 

実  績 予  測 実  績 予  測 

項 目 

 

業 種 

増 

 

加 

減 

 

少 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

増 

 

加 

減 

 

少 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

増 

 

加 

減 

 

少 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

増 

 

加 

減 

 

少 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

全 業 種 22.3 45.4 ▲11.5 17.9 39.5 ▲10.8 26.3 41.0 ▲7.4 22.5 35.8 ▲6.7 

 

製 造 業 32.2 38.7 ▲3.3 24.6 33.5 ▲4.4 31.5 36.0 ▲2.3 25.0 28.1 ▲1.6 

卸・小売業 17.9 45.2 ▲13.7 14.8 37.0 ▲11.1 23.9 49.3 ▲12.7 20.9 47.8 ▲13.5 

飲 食 業 9.8 62.7 ▲26.5 10.2 63.3 ▲26.5 20.6 52.9 ▲16.2 24.2 39.4 ▲7.6 

運輸・通信業 4.5 68.2 ▲31.8 4.8 66.7 ▲31.0 16.7 50.0 ▲16.7 18.2 27.3 ▲4.6 

建 設 業 14.1 47.9 ▲16.9 8.3 41.7 ▲16.7 25.0 41.1 ▲8.1 18.9 47.2 ▲14.2 

サービス業 12.9 48.4 ▲17.7 15.3 37.3 ▲11.0 15.2 39.1 ▲12.0 18.2 36.4 ▲9.1 

Ａ規模企業 40.6 33.7 3.5 27.7 31.7 ▲2.0 34.1 29.3 2.4 34.6 14.1 10.3 

Ｂ規模企業 18.2 48.0 ▲14.9 15.6 41.3 ▲12.8 24.3 43.8 ▲9.8 19.6 41.0 ▲10.7 

“生産高・売上高”については、全業種の上期実績ＢＳＩ値が▲７．４％で、前回調査

の▲１１．５％に比べて４．１ポイントプラス、予測値以上の数値改善がみられた。 

業種別にみると、運輸・通信業で１５．１ポイント、飲食業において１０．３ポイント

回復している。規模別では、Ａ規模企業は１．１ポイント悪化、Ｂ規模企業は５．１ポイ

ント回復という結果になった。 

 

（２）仕入価格 

仕入価格 
令和４年１月～６月 令和４年７月～１２月 

実  績 予  測 

項 目 

 

業 種 

下 

 

降 

上 

 

昇 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

下 

 

降 

上 

 

昇 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

全 業 種 3.9 75.3 ▲35.7 5.3 71.1 ▲32.9 

 

製 造 業 3.0 81.3 ▲39.2 4.7 75.5 ▲35.4 

卸・小売業 6.0 68.7 ▲31.2 7.7 64.6 ▲28.5 

飲 食 業 6.1 78.8 ▲36.4 3.0 81.8 ▲39.4 

運輸・通信業 0.0 72.7 ▲36.4 0.0 60.0 ▲30.0 

建 設 業 3.6 75.0 ▲35.7 5.7 71.7 ▲33.0 

サービス業 4.5 56.8 ▲26.2 7.1 54.8 ▲23.9 

Ａ規模企業 3.8 83.8 ▲40.0 6.4 73.1 ▲33.4 

Ｂ規模企業 4.0 73.3 ▲34.7 5.0 70.7 ▲32.9 

※今回の調査より、“製品・商品の販売価格”の質問を“仕入価格”に変更した 
 

全業種の“仕入価格”をみると、上期実績ＢＳＩ値は▲３５．７％という結果であった。

業種別では、製造業のＢＳＩ値が▲３９．２と最も悪く、規模別ではＡ規模企業のほうが

マイナス値が高いが、業種や規模を問わず、企業全体が仕入価格高騰の影響を受けている

状況が窺える。 



 - 4 - 

（３）営業利益 

営業利益 
令和３年７月～１２月 令和４年１月～６月 令和４年７月～１２月 

実  績 予  測 実  績 予  測 

項 目 

 

業 種 

増 

 

加 

減 

 

少 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

増 

 

加 

減 

 

少 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

増 

 

加 

減 

 

少 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

増 

 

加 

減 

 

少 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

全 業 種 16.3 50.1 ▲16.9 12.4 44.8 ▲16.2 14.2 50.8 ▲18.3 12.7 50.1 ▲18.7 

 

製 造 業 24.9 42.9 ▲9.0 17.3 38.1 ▲10.4 17.9 47.8 ▲15.0 12.5 45.8 ▲16.7 

卸・小売業 10.7 45.2 ▲17.3 6.3 45.0 ▲19.4 8.8 52.9 ▲22.1 12.3 56.9 ▲22.3 

飲 食 業 5.9 78.4 ▲36.3 2.0 71.4 ▲34.7 6.3 65.6 ▲29.7 12.5 53.1 ▲20.3 

運輸・通信業 4.5 77.3 ▲36.4 4.8 61.9 ▲28.6 0.0 54.5 ▲27.3 0.0 40.0 ▲20.0 

建 設 業 6.9 55.6 ▲24.3 6.9 45.8 ▲19.4 14.3 55.4 ▲20.6 13.2 58.5 ▲22.7 

サービス業 11.5 47.5 ▲18.0 17.2 44.8 ▲13.8 14.9 44.7 ▲14.9 16.3 48.8 ▲16.3 

Ａ規模企業 33.0 37.0 ▲2.0 18.8 37.6 ▲9.4 20.5 41.0 ▲10.3 17.9 35.9 ▲9.0 

Ｂ規模企業 12.6 53.0 ▲20.2 10.9 46.5 ▲17.8 12.7 53.3 ▲20.3 11.4 53.6 ▲21.1 

“営業利益”について、全業種の上期実績ＢＳＩ値は▲１８．３％であり、前回調査の

▲１６．９％に比べて１．４ポイントのマイナスであり、予測値よりも悪化している。 

業種別では、製造業、卸・小売業の数値が悪化しており、その他の業種では、依然マイ

ナス値と、厳しい状況ではあるが、回復の傾向がみられる。規模別では、Ａ規模企業が８．

３ポイント悪化しているのに対し、Ｂ規模企業は０．１ポイントの悪化とほぼ横ばいであ

る。 

 

（４）資金繰り 

資金繰り 
令和３年７月～１２月 令和４年１月～６月 令和４年７月～１２月 

実  績 予  測 実  績 予  測 

項 目 

 

業 種 

楽  

であ 

 る 

苦 

し 

い 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

楽  

であ 

 る 

苦 

し 

い 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

楽  

であ 

 る 

苦 

し 

い 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

楽  

であ 

 る 

苦 

し 

い 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

全 業 種 7.7 23.9 ▲8.1 7.8 25.5 ▲8.8 7.0 25.0 ▲9.0 5.5 26.4 ▲10.5 

 

製 造 業 9.9 21.0 ▲5.5 10.0 21.5 ▲5.7 10.2 20.3 ▲5.1 6.8 22.5 ▲7.9 

卸・小売業 6.0 20.2 ▲7.1 4.9 24.7 ▲9.9 2.9 38.2 ▲17.7 3.0 37.3 ▲17.2 

飲 食 業 2.0 42.9 ▲20.4 2.0 46.9 ▲22.4 0.0 45.5 ▲22.8 0.0 45.5 ▲22.8 

運輸・通信業 0.0 52.4 ▲26.2 0.0 55.0 ▲27.5 0.0 36.4 ▲18.2 0.0 20.0 ▲10.0 

建 設 業 4.2 15.5 ▲5.6 5.7 17.1 ▲5.7 7.1 14.3 ▲3.6 7.5 15.1 ▲3.8 

サービス業 11.7 26.7 ▲7.5 12.3 26.3 ▲7.0 6.4 21.3 ▲7.5 6.8 27.3 ▲10.3 

Ａ規模企業 10.9 17.8 ▲3.5 11.9 13.9 ▲1.0 13.4 13.4 0.0 11.5 14.1 ▲1.3 

Ｂ規模企業 7.0 25.3 ▲9.2 6.9 28.1 ▲10.6 5.5 27.9 ▲11.2 4.1 29.4 ▲12.7 

 “資金繰り”について全体的にみると、上期実績ＢＳＩ値は▲９．０％であり、前回調

査の▲８．１％に比べて０．９ポイントのマイナスとなり、予測値よりも悪化している。 

業種別にみると、卸・小売業が１０．６ポイント悪化しており、対して運輸・通信業が

８ポイント改善している。規模別では、Ａ規模企業が３．５ポイント回復、Ｂ規模企業が

２ポイント悪化という結果であった。 
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（５）借入 

借入 
令和３年７月～１２月 令和４年１月～６月 令和４年７月～１２月 

実  績 予  測 実  績 予  測 

項 目 

 

業 種 

容 

 

易 

困 

 

難 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

容 

 

易 

困 

 

難 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

減 

 

少 

増 

 

加 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

減 

 

少 

増 

 

加 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

全 業 種 12.6 13.4 ▲0.4 10.7 14.3 ▲1.8 10.8 12.0 ▲0.6 10.2 9.9 0.2 

 

製 造 業 15.2 10.5 2.3 14.4 11.3 1.6 13.9 14.4 ▲0.3 13.2 11.1 1.1 

卸・小売業 8.5 11.0 ▲1.2 6.4 15.4 ▲4.5 7.4 7.4 0.0 3.0 11.9 ▲4.5 

飲 食 業 6.4 31.9 ▲12.8 2.1 31.9 ▲14.9 10.0 16.7 ▲3.4 13.3 13.3 0.0 

運輸・通信業 0.0 38.1 ▲19.0 0.0 40.0 ▲20.0 18.2 9.1 4.6 10.0 0.0 5.0 

建 設 業 10.1 7.2 1.4 4.4 7.4 ▲1.5 5.7 9.4 ▲3.7 9.6 9.6 0.0 

サービス業 20.0 12.7 3.6 18.5 11.1 3.7 6.8 9.1 ▲0.6 7.0 2.3 2.4 

Ａ規模企業 17.0 7.0 5.0 16.2 7.1 4.5 13.9 11.4 1.3 13.9 6.3 3.8 

Ｂ規模企業 11.6 14.8 ▲1.6 9.4 16.0 ▲3.3 10.0 12.1 ▲1.1 9.3 10.9 ▲0.8 

※今回の調査より、選択項目を「容易」「困難」から「減少」「増加」とした。 
 

“借入”について、全業種の上期実績ＢＳＩ値は▲０．６％という結果になった。 

業種別にみると、プラス数値となったのは運輸・通信業のみであり、ついで卸・小売業

が０．０％、その他の業種はマイナス数値となっている。 

規模別ではＡ規模企業が１．３％、Ｂ規模企業が▲１．１％となった。 

 

（６）設備投資 

設備投資 
令和３年７月～１２月 令和４年１月～６月 令和４年７月～１２月 

実  績 予  測 実  績 予  測 

項 目 

 

業 種 

増 

 

加 

減 

 

少 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

増 

 

加 

減 

 

少 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

増 

 

加 

減 

 

少 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

増 

 

加 

減 

 

少 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

全 業 種 14.0 23.6 ▲4.8 15.2 21.1 ▲2.9 16.8 15.6 0.6 12.0 17.1 ▲2.6 

 

製 造 業 10.2 23.8 ▲6.8 17.8 18.2 ▲0.2 17.4 16.9 0.3 13.7 19.5 ▲2.9 

卸・小売業 17.1 20.7 ▲1.8 15.0 16.3 ▲0.6 17.9 19.4 ▲0.8 15.2 15.2 0.0 

飲 食 業 25.0 29.2 ▲2.1 12.5 35.4 ▲11.5 16.1 19.4 ▲1.7 9.7 22.6 ▲6.5 

運輸・通信業 22.7 36.4 ▲6.8 14.3 47.6 ▲16.7 18.2 18.2 0.0 10.0 30.0 ▲10.0 

建 設 業 7.1 24.3 ▲8.6 7.2 26.1 ▲9.4 12.7 10.9 0.9 7.7 11.5 ▲1.9 

サービス業 22.8 15.8 3.5 16.4 12.7 1.8 17.8 6.7 5.6 7.0 9.3 ▲1.2 

Ａ規模企業 23.0 15.0 4.0 29.0 12.0 8.5 25.0 15.0 5.0 15.2 19.0 ▲1.9 

Ｂ規模企業 12.0 25.5 ▲6.8 12.0 23.2 ▲5.6 14.8 15.7 ▲0.4 11.2 16.6 ▲2.7 

各企業における“設備投資”について、全業種ＢＳＩ値をみると、全業種の上期実績を

みると、ＢＳＩ値は０．６％であり、前回調査の▲４．８％に比べて５．４ポイント数値

が上昇している。 

業種を問わず数値上昇がみられるが、特に建設業においては９．５ポイント増となって

いる。規模別では、Ａ規模企業が１．０ポイント、Ｂ規模企業も６．４ポイント増という

結果になった。 
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（７）雇用 

雇 用 
令和３年７月～１２月 令和４年１月～６月 令和４年７月～１２月 

実  績 予  測 実  績 予  測 

項 目 

 

業 種 

増 

 

加 

減 

 

少 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

増 

 

加 

減 

 

少 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

増 

 

加 

減 

 

少 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

増 

 

加 

減 

 

少 

Ｂ 

Ｓ 

Ｉ 

全 業 種 9.2 17.9 ▲4.4 13.5 13.1 0.2 13.1 12.9 0.1 8.2 10.7 ▲1.3 

 

製 造 業 10.1 15.1 ▲2.5 16.0 9.4 3.3 19.0 12.8 3.1 12.2 7.9 2.2 

卸・小売業 11.0 15.9 ▲2.5 11.4 11.4 0.0 4.5 10.4 ▲3.0 3.0 9.1 ▲3.1 

飲 食 業 4.4 35.6 ▲15.6 8.9 28.9 ▲10.0 6.7 16.7 ▲5.0 6.7 23.3 ▲8.3 

運輸・通信業 9.1 50.0 ▲20.5 19.0 47.6 ▲14.3 0.0 54.5 ▲27.3 0.0 50.0 ▲25.0 

建 設 業 5.7 20.0 ▲7.2 7.2 13.0 ▲2.9 10.9 7.3 1.8 3.8 9.6 ▲2.9 

サービス業 10.3 5.2 2.6 14.3 7.1 3.6 10.9 10.9 0.0 6.8 9.1 ▲1.2 

Ａ規模企業 24.8 15.8 4.5 29.7 12.9 8.4 24.7 19.8 2.5 14.1 11.5 1.3 

Ｂ規模企業 5.5 18.4 ▲6.5 9.6 13.2 ▲1.8 10.2 11.1 ▲0.5 6.7 10.5 ▲1.9 

“雇用”について、全業種の令和４年上期実績ＢＳＩ値は０．１％であり、前回調査の

▲４．４％と比べると４．５ポイント数値が回復している。 

業種別では、飲食業において１０．６ポイント、建設業で９．０ポイントの改善がみら

れるのに対し、卸・小売業や運輸・通信業、サービス業は数値が悪化している。規模別で

は、Ａ規模企業が２．０ポイントの悪化、Ｂ規模企業が６．０ポイントの回復という結果

となった。 

 

４．当面の経営上の問題点（調査項目Ⅴ） 

 本調査は、企業における経営上の問題点（複数回答）を調査したものであり、全企業で

最も多い回答は前回に引き続き「原材料価格高」で、６０.１％という結果となった。製造

業、卸・小売業、飲食業、建設業において、問題点の１位として挙げられている。ついで

「売上・受注不振」が４６．８％、「求人難」２７．１％、「原材料仕入難」２５．７％の

順になっており、今回より項目を追加した「円安進行による影響」は１４．３％であった。 

業種別にみると、製造業で最も多くの企業が問題にしているのは、「原材料価格高」の６

６．８％、ついで「売上・受注不振」の４２.６％、「原材料仕入難」３１.７％、「求人難」

２４.８％、「円安進行による影響」１７.８％となっている。卸・小売業では、「原材料価

格高」の６０．０％が最も多く、ついで「売上・受注不振」が５２．９％、「円安進行によ

る影響」２４．３％、「商品価格・受注単価安」２０．０％、「求人難」１８.６％となって

いる。飲食業では、「原材料価格高」の７９.４％が最も多く、ついで「売上・受注不振」

の６４.７％、「人件費の高騰」２９.４％、「求人難」２６.５％、「原材料仕入難」２０.

６％となっている。運輸・通信業では、「求人難」が５８.３％と最も多く、ついで「売上・

受注不振」と「原材料価格高」が２５.０％の同率、「人件費の高騰」「設備不足」「円安進

行による影響」が１６．７％で同率となっている。建設業では「原材料価格高」の５８.

９％が最も多く、ついで「売上・受注不振」の４６.４％、「原材料仕入難」３９.３％、「求

人難」３２.１％、「商品価格・受注単価安」１６.１％となっている。サービス業では「売

上・受注不振」の４８.９％が最も多く、「求人難」３６.２％、「人件費の高騰」３４.０％、

「原材料価格高」２７.７％、「商品価格・受注単価安」１４.９％となっている。 
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規模別に全企業の平均をみると、Ａ規模企業で最も多い問題点は「原材料価格高」で６

３．９％、ついで「求人難」の４８.２％、「原材料仕入難」３４.９％、「売上・受注不振」

３０.１％、「人件費の高騰」２７．７％と、前回調査から変わらない順となった。それに

対して、Ｂ規模企業でも「原材料価格高」が最も多い５９.２％となっており、ついで「売

上・受注不振」が５０.９％、「原材料仕入難」２３．４％、「求人難」２１.９％、「商品価

格・受注単価安」１９．８％という結果になった。 

 

５．インボイス発行事業者の登録申請状況について（調査項目Ⅵ） 

 本調査は、2023年 10月 1日から開始される「インボイス制度（適格請求書等保存方式）」

の認知および対応状況を調査したものであり、３９８件の有効回答をいただいた。 

「登録済み」が８５社（２０.２％）で、「登録予定」が１１０社（２６．１％）、「検討中」

が８０社（１９.０％）となり、全体の約７割が登録の方向に進んでいる。 

一方、「制度を理解していない・知らない」との回答は８３社（１９.７％）で、今後の周

知が必要とされる。そのような中、「登録しない」と回答したのは４０社（９.５％）であっ

た。 

 

 

６．今後、実施したい取り組みについて（調査項目Ⅶ） 

 本調査は、各企業が検討している今後の取り組みについて調査したもので、未回答事業

所を除く４０５社から、複数回答で６６０件の回答をいただいた。 

 最も多い回答は「国内販路開拓」で１２３件、回答事業者の３０.４％が選択している。

ついで「働き方改革」の８４件（２０.７％）、「仕入先の選定」が６８件（１６.８％）、「新

分野への進出」が６１社（１５.１％）、「仕入先の増加」が５９社（１４.６％）という結果

になり、取引先拡大に関する項目が上位にあがった。 

一方で「電子帳簿保存法への対応」は４０社（９.９％）、「ＤＸ化の推進」は２８社（６.

９％）というように、デジタル化に取り組もうとしている事業者は１割にも満たない数値

となり、積極的ではない模様。また、３月からの急激な「円安進行への対策」への回答は

２４件（５.９％）に留まった。“４．当面の経営上の問題点”の質問項目で「円安進行によ

る影響」を選択した事業所は６０社であったが、現状で半数以上が対策を講じる体制でな

いことが窺える。 



 - 8 - 

■４．「当面の経営上の問題点」グラフ（各業種別グラフは上位５つ） 

《全業種》 

  ※「円安進行による影響」「既存借入返済難」の項目は今回の調査から追加 

《製造業》 

 

《卸・小売業》 

 

■今回調査 

□前回調査 



 - 9 - 

《飲食業》 

 

《運輸・通信業》 

 
  ※５位の項目が同率のため６位まで表示 

《建設業》 

 

《サービス業》 

 


